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#16-6 

【３月１６日～３１日】 

〔モルドバの報道をもとに作成〕 

平成２８年４月１日 

在モルドバ大使館 

 

【主な出来事】 

●１６日，憲法裁判所は，ティモフティ大統領の任期が新大統領の就任宣誓まで継続することを確認。 

●１８日，議会は，大統領直接選挙制導入に向けた選挙法改正のための作業部会を設立。 

●２７日，ルーマニア統合支持者による「人民会議２」開催。 

●３１日，議会において，「モルドバの主権・独立・中立の不可侵原則に関する政治宣言」を採択。 

 

１．内政 

大統領選に向けた動き 

▼１８日，大統領選挙法改正に係る作業部会設立。 

・３０日以内に法案を提出する予定。共産党は，今回の憲法

裁の裁定はその権限を逸脱しているとして反対を表明。 

▼２１日，チオカン中央選管委員長の発言。 

・現行選挙法では大統領候補は５０日以内に１８地区から１８

万件の署名を集める必要があり，実現不可能であることから

至急改正の必要がある。 

・議会は「合理的な期間」に投票日を決定する必要があり，

中央選管としては９～１１月に設定されることを期待。 

▼各党の動き。 

・２５日，ナスタッセ「尊厳と真実」党首は，右派（親欧州派）統

一候補を擁立すべしとのサンドゥ「行動と連帯」代表の見解

を支持。同代表を大統領候補として支持する旨表明。 

・２４日，ドドン社会党党首は，自身が大統領に就任したらＤ

ＣＦＴＡ破棄のための国民投票を行うと発言。 

・２６日，自由民主党は，親欧州派野党及び議会外政党に対

し，大統領選での協力に向けた対話を呼びかけ。 

憲法裁判所 

▼憲法裁の裁定。 

・１６日，ティモフティ大統領（３月２３日に任期終了）が新大

統領の就任宣誓まで現職を務めることを確認。 

・１６日，（２月１１日に任期が終了していた）現行中央選管委

員会の任期を９０日間延長。 

・１６日，議員特権の削減に係る内閣の憲法改正法案に関し，

憲法改正により変更できる範囲を超えているとして却下。 

▼大統領直接選挙制への回帰に係る憲法裁裁定（３

月４日）へのコメント。 

・１５日，プスカス前憲法裁判所長官は，現行憲法裁判所が

その権限を逸脱して憲法の改正を開始していると批判。 

・１８日，ディアコフ民主党副党首は，今次裁定が政治的判

断であったと認めつつ，現行モルドバ法制では憲法裁の判

断に異議申し立てはできず，本件は発効済みとした。またヴ

ェニス委員会は既に発効した法を無効にはできないとした。 

議 会 

▼１７日，ベッサラビア併合記念日に係る動議却下。 

・自由民主党は１９１８年にルーマニアがベッサラビアを併合

した３月２７日を祝日にすることを提案。自由党は賛成するも，

社会党及び共産党は反対。提案は却下された。 

▼１７日，各国との友好議員グループを承認。 

・露５３議員，中国４７，独４２，伊３９，米３５，ルーマニア３１，

ウクライナ３０，仏３０。日本は３３議員。 

▼１７日，国営企業会計監査法の採択。 

・会計監査院の外部監査が認められる国有企業につき，国

が有すべき株式の割合を従来の５０％から１／３に削減。 

▼３１日，「モルドバの主権・独立・中立の不可侵原則

に関する政治宣言」採択。 

・共産党が提案。社会党，共産党脱退議員，民主党が支持。 

・自由党及び自由民主党は，ロシア軍のトランスニストリア撤

退とモルドバのＮＡＴＯ加盟を阻害するものとして反対。 

その他 

▼２２日，ギンプ自由党党首はＥＵを批判。 

・反汚職法に関するＥＵの提言は，市民の資産を公にし危

険にさらすものであり，ＥＵはモルドバの実情を知らないとし

た。また，先日ブラッセルを訪問したフィリプ首相に対してプ

ラホトニュク氏について質問した欧州議員を批判。 

▼２３日，モルドバ欧州人民党創設１周年。 

▼２６日，自由民主党は，１月２０日にフィリプ内閣組

閣を支持した７議員を党から公式に除名。 

・これら７議員は既に自由民主党の会派からは除名済み。 

▼２７日，「国家議会２」開催。 

・ルーマニアのベッサラビア併合９８周年を記念してルーマ

ニア統合支持者らが開催。２０１８年のルーマニア統合を目

指すロードマップを策定。約７，０００名が参加。 

・共産党，社会党，我らの党などはこれを批判。 

（参考：国家議会は１９１７～１８年のモルダヴィア民主共和

国の議会。19１８年３月２７日にルーマニア統合を決定。） 

▼３０日，中央選管は，「尊厳と真実」プラットフォーム

による国民投票実施イニシアティブを却下。 

・４５万件の署名が提出されたが，１８地区毎に最低２万人の

署名が必要であるとの要件を満たさなかった。 

・提案された国民投票の内容は，①国民投票により大統領

を解任できるようにすること，②議員定数を１０１議席から７１

議席に削減すること，③議員特権を削減すること，の３つ。 

２．外政 

▼１８日，カルムィク経済相のモスクワ訪問。 
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・ＣＩＳ経済理事会会合及びＣＩＳ加盟国国際経済フォーラム

に出席。モルドバのDCFTA参加はＣＩＳ諸国との貿易を阻

害しないと述べた。 

▼２１日，対ロ関係に係るガルブル外相発言。 

・ロシアとの継続的な対話により現行の問題を解決し更なる

二国間関係の発展を図ることが政府の優先課題の一つであ

るとしつつ，右は欧州統合路線の放棄ではないと述べた。 

▼２２日，ドドン社会党党首によるヨハニス・ルーマニ

ア大統領への呼びかけ。 

・モルドバとの統合に係るルーマニアの公式見解を明確に

するよう，またルーマニアがモルドバを国家として尊重し，

両国の統合を支持する諸団体による扇動を抑えるよう要請。 

▼２２日，カルムィク経済相のルーマニア訪問。 

▼２８～３０日，カラシン露外務次官のモルドバ訪問。 

・フィリプ首相，ガルブル副首相兼外相と会談。政治対話の

強化，外務次官級協議再開，ロシア平和維持部隊の交替に

際しての障壁，ロシア語放送への圧力等につき協議。 

・カラシン次官は「５＋２」協議再開の必要性に言及。 

▼２８～３１日，カルムィク経済相のフランス訪問。 

▼３０～３１日，カンドゥ議長のチェコ訪問。 

３．経済 

▼１７日，カルムィク経済相の発言。 

・３月中旬の自身のブラッセル訪問において，モルドバ政府

とＩＭＦの協力メモランダムが締結され次第ＥＵの対モルドバ

支援が再開されるとの確約を得た，ＩＭＦとの事前条件であ

った３銀行の解体，３銀行の監査，電気・天然ガス料金の改

定等は既に実施されており，交渉はすぐ開始されるだろう，

その後すぐにＥＵから２０１５年分支援２千万ユーロと２０１６

年分８千万ユーロが供与されるだろう，と述べた。またルー

マニアの財政支援開始についても希望的観測を示した。 

▼１８日，フィリプ首相の発言。 

・１０億ドルの銀行不正送金事件の関係者は然るべく責任を

追及される旨述べると共に，本件にかかる調査は近く終了し，

第二次報告書が発出される予定であるとした。 

▼２１日，世銀はモルドバ貿易研究報告書発表。 

・貿易高は２０００年の１２．５億ドルから２０１３年の７８億ドル

に増加。他方で２００７年以降外国直接投資は減少，２０１３

年にはGDP比わずか３．１１％に。 

経済協力 

▼ＥＵは東方パートナーシップの枠内で中小企業振興

支援を実施予定。（８日，ＥＢＲＤ発表） 

▼２５日，議会は，ＥＢＲＤによる５００万ユーロの鉄道

近代化にかかる無償支援協定を批准。 

４．トランスニストリア 

▼１４～１６日，イグナチエフ「外相」代行の訪ロ。 

・ロスクトフ・ロゴジン副首相補佐官，プシュコフ国家院国際

問題委員長らと協議。 

▼１７日，トランスニストリア・ルーブルの切り下げ。 

・地域内の外貨不足を受け，それまでの対ドル１１．１ルーブ

ルから１１．３ルーブルに。２０１２年以来初めての変更。 

・２８日，シェフチュク大統領は，域内の輸出業者に対して外

貨収益の７％を中銀に売却することを義務づけ。 

▼１８日，「１＋１協議開催（於：ベンデル）。 

・バラン再統合担当副首相とイグナチエフ「ﾄ」「外相」代行。 

・「ト」側より，モルドバ側が専門家グループ会合に出席しな

い限り４月に「３＋２」会合を開催する用意はないとした。また，

鉄道や道路輸送等の喫緊の問題の解決案を１～２月に関係

者に提示したにも拘わらず反応がないとして批判。 

▼２６日，最大野党である革新党は，アンチュフェエヴ

ァ「最高会議」副議長を新党首に選出。 

５．各種統計 

▼２０１５年のＧＤＰ。（国家統計局，１６日） 

・対前年比０．５％減少，１２１９億レイ（６１億ドル相当）。 

▼２０１５年の石油産品の輸入量。（１６日） 

・全体で７２万２５００トン，１３．５％増。内訳は，ディーゼル４

８．８万トン（うちルーマニアから７１％），ガソリン１６．１万トン

（同９２．５％），液化ガス７．４万トン（うちロシアから４６．７％，

ルーマニアから２６．９％，カザフから２４．１％）。 

▼対モルドバ自由貿易圏投資。（経済省，２３日報道） 

・２０１５年の投資総額は１，８２０万ドルで，２０１４年の１，４１

０万ドルより増加。これまでの累積は２．３億ドル。 

▼世論基金による世論調査。（２４日） 

・大統領候補としての支持率はドドン社会党党首（３０．６％），

サンドゥ「行動と連帯」代表（１６．４），ナスタッセ「真実と尊厳」

党党首（１３．４），ヴォローニン共産党党首（１０．２），レアン

カ欧州人民党党首（８．２），ルプ民主党党首（５．７）。 

・政党支持率は，社会党（２１．５％），我らの党（１６），「尊厳

と真実」党，（１３．１），「行動と連帯」（１２．７），共産党（８．９），

欧州人民党（６．１％），民主党（６．１）。 

・外交政策では関税同盟加盟支持４８％，ＥＵ加盟支持４

１％。ルーマニア統合については反対６３％，賛成２３％。 

・調査は３月１１～２０日に実施，対象は１，７９２名。 

▼平均給与。（国家統計局，２５日） 

・２０１６年１月現在の平均給与は４，６６５．８レイ（２３３ドル），

昨年同期比９．５％増。インフレ率を含む実質は３．４％減。 

▼ロシアからの対モルドバ送金額。（中銀，２９日） 

・トランスニストリア宛を含め，２０１５年の個人送金は６．１７億

ドル。２０１４年の約半分。 

７．対日関係 

▼２８日，角駐ウクライナ・モルドバ大使は，対モルド

バ草の根無償プロジェクトに署名。 

・病院，学校など７案件。総額６０万ドル。 

 

（了） 


